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平成24年度上半期活動状況報告 

－ １１月８日 － 

平成 24 年 11月８日（木）東京アーバンネット大手町ビル東京會舘に於いて午前 10 時 30 分よ

り正･副会長会議を開催し、この後行われる理事会の運営内容について確認を行った。11 時 30分

より昼食後直ちに理事会が行われた。上半期の事業活動内容では、公益法人制度改革対応として、

公益目的財産額の確定について報告があり、今まで税制上の優遇で内部留保してきた財産（公益

目的財産額）を公益目的支出計画の実施で（３年間）ゼロにすること等が説明された。 

 

開催日時  平成 24 年 11 月８日（木）11 時 30 分～13 時 20 分 

 

場  所    レベル 21 東京會舘 シルバールーム 

東京都千代田区大手町 ２－２－２ アーバンネットビル 21 階 

 

                 

議  案  第１号議案   上半期事業活動報告及び下半期事業活動に関する件 

（1）上半期事業活動報告及び今後の活動について 

（2）半期収支決算報告 

（3）監査報告 

第２号議案   その他 

           

開  会            定刻になり奥山専務理事の司会により開会。 

 

 

冒頭に國分勘兵衛会長が次の如く挨拶を行った。 

  

「今年も残り僅かになってまいりましたが、本日はご多忙のとこ

ろ、またご遠方からもご参集をいただき誠にありがとうございます。

日頃は各地におきまして日食協の活動にご支援をいただいておりま

すことを御礼申し上げます。また、農林水産省からは公務ご多用の中、

食料産業局食品製造卸売課から山田食料産業調査官様また尾川様に

ご来臨を賜り、誠に有難く厚く御礼申し上げます。 

日食協は今年の４月から公益法人制度改革に対応して、名称を一般

社団法人に変更して新たなスタートをきっておりますが、会員の皆様

の格別のご協力で着実に事業活動が進んでいるものと考えておりま

正・副会長会議、理事会 

 

理事会で挨拶する國分勘兵衛会長 
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す。 

さて、昨今の状況ですが、皆様ご承知の通り、景気の低迷に不安定な天候も重なり政治の混迷

による閉塞感と相まって消費が一段と低迷しているところでございます。  

小売のほうは、価格競争が一段と激しくなり、プライベートブランドの拡大が一段と卸のマー

ケットを縮小してきているのではないかと危惧しているところです。 

今後予定されております消費税の増税は「税と社会保障の一体改革」ということで決まってお

りますが、2014年４月に８％、2015 年 10 月には 10％と２段階で引き上げられる見通しとなりま

したが、消費低迷する中、これを如何に価格に転嫁して行くかということがこれからの大問題に

なってくるのではないかと考えております。   

そのほか環境問題やエネルギーコストの増大など、卸の経営に大きく影響してくることを懸念

しております。 

いかに卸の機能を充実し、しかもローコストで経営できるかということが卸の課題になってく

るものと考えております。 

日食協を通じて、卸の主張を公にして行く必要が今後ますます重要性を帯びてくるものと思っ

ておりまして、皆様方のご協力を切にお願いするところでございます。 

本日はこうした点も踏まえ上半期の活動状況についての報告をお聞き届けの上、下半期に対し

てのご指導をお願いすることにしております。どうぞ宜しくお願い申し上げまして簡単ではあり

ますが開会のご挨拶とさせていただきます。」 

 

続きまして、司会者より本日の来賓者を紹介する。 

 

農林水産省食料産業局製造卸売課   商業調査官 山田 啓二 様  

担当    尾川 大輔 様 

 

引き続き来賓を代表して、農林水産省食料産業局食品製造卸売課 山田調査官が次のように挨

拶された。 

 

「平成 24 年度日本加工食品卸協会の理事会の開催に当たり、ご挨拶を申し上げます。 

 平素は農林水産行政、とりわけ食料産業行政の推進について、御理解と御協力を賜り、この

場をお借りいたしまして御礼申し上げます。 

 

最近の農林水産省や食品産業を取り巻く情勢について、御紹介をして御挨拶に替えさせていた

だきたいと思います。 

昨年９月から消費者庁で JAS法、食品衛生法、健康増進法の食品表示に係る法律を「食品表示

の一元化」として検討を行ってまいりました。本年８月検討結果の報告書が提出されました。報

告書では、①新しい食品表示制度における基本的な考え方、②新しい食品表示制度における適用

範囲の考え方、③新しい食品表示制度における栄養成分の考え方などが取りまとめられました。 

特に栄養成分表示について制度化されることになり、新しい法律施行後５年以内に義務化導入

の目途としているようです。 

栄養成分表示の導入に当たっては、報告書で「公的データベースなどの整備を図るとされてい



－ 3 － 

るところです。文部科学省科学技術・学術政策局では、「日本食品標準成分表」の改訂を視野に、

例えば、①近年流通している食品の収載がない、②加熱調理している成分変化がない、③品種改

良の影響が反映されていないなど踏まえて、収載食品の追加や古いデータの見直しを図ることと

しており、25年度の予算要求を行っているところです。 

また、消費者庁では、本年度、「公的データベースなどの整備」の一環としてを事業者が栄養

成分表示設定のためのマニュアルを策定する委託事業を実施しているところです。 

農林水産省といたしましては、関係省庁に対して特に消費者庁に対しては、事業者が栄養成分

表示を実行可能とするために、委託事業の検討に当たっては事業者の意向を把握すべきと要請し

ているところです。 

 

この他、御承知のこととは思いますが、今年の８月、北海道において腸管出血性大腸菌Ｏ-157

による集団食中毒が発生いたしました。農林水産省としましても、厚生労働省の関係機関と連携

し、また、漬物団体及び漬物団体以外のアウトサイダーの事業者に対して地方農政局等が衛生管

理の徹底を促しているところです。特に厚生労働省が規定している漬物の衛生規範が 10 月 12日

改正されたところであり、漬物関係者に対して衛生規範の周知徹底を行っているところです。 

流通段階において日配、チルド、冷凍食品、ドライ食品を取り扱う皆様におかれましても、製

品の保管管理はもとより特に温度管理などに留意していただき、食品事故の発生防止に取り組ん

でいただきたいと存じます。 

 

次に食品トレーサビリティに関する情報提供です。８月 28 日開催の民主党・食の安全・安心

WT（ワーキングチーム）において検討された「食品トレーサビリティの取組の推進に関する法律

案（仮称）要綱（案）」について、10 月に貴協会に対して情報提供をさせていただきました。食

品についての仕入先、仕入日、販売先、販売日等基礎的な情報についての記録の作成及び保存の

措置を講じなければならない等々とされているところです。現時点での情報提供ということで御

理解をお願いします 

 

８月 29日の参議員本会議において株式会社農林漁業成長産業化支援機構法案（６次化ファン

ド法）で可決されました。この法律は官民一体で投資ファンドを設置し、６次産業化を支援する

法律です。こうした施策の推進に当たっては、皆様方の御理解・御協力が不可欠でありますので、

引き続き御支援・御協力のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

最後になりますが、厳しい経済状況の下、貴協会の益々の御発展と御参集の皆様方の御健勝を

祈念申し上げ、私の挨拶といたします。」           

 

 

出欠状況    理事総数 23 名  出席理事 19 名 ・欠席理事 ４名   

監事総数   2 名  出席監事   2 名           計 21 名  

他にオブザーバー       １名 同席 
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司会者が資料に基づき出欠状況を報告、会の成立とともに慣例に則り、議長に会長を指名し議

事の進行をお願いする。     

 

それを受けて議長は議事に入った。 

 

第１号議案  上半期事業活動報告及び下半期事業活動に関する件 

        

議長より、第１号議案を報告するよう指示があり専務理事より手元に配布された資料の確認を

した後、概況及び事業活動のポイントを資料に則り報告された。 

１．会員動向の件 

２．公益目的財産額の確定について 

３．農林水産省食品産業環境対策室事業「食品ロスの削減取組」について 

４．農林水産省食品安全保障課事業「不足時の食料安全保障マニュアル」に見直しについて 

５．消費税の増税に対する要望書 

６．食品トレーサビリティの取り組み促進に関する法律案（仮称）要綱（案）について 

７．2012 年度「環境自主行動計画」の調査票について 

８．「今後の環境自主行動計画」について  

９．販売促進金請求書の業界統一書式について 

10．複写式伝票を A４カット紙に（漢字ﾗｲﾝﾌﾟﾘﾝﾀｰの削減に向けて） 

11．流通 BMS の普及推進に向けて小売団体との連携について 

12．「緊急災害時の食料供給に関するガイドライン」について 

13．食品リサイクル法」への対応ガイドライン」について 

14．上半期の収支決算並びに監査報告 

15．事業予定表 

※資料 一般社団法人 日本卸売協会認定「卸売管理士」について  

      “「卸売管理士」取得のための総合講座” 

 

以上の項目が順を追って説明された。 

同時に上半期の収支決算の内容を説明し、更に、10月 31日に監事各位により監査を受けた経

緯を報告した。 

議長はここで監事に監査報告を求め、升本 正 監事は「去る 10月 31日に実施した監査の結

果、業務報告を受け財務諸表及び帳票・証憑につき、適法正確に処理され報 告の事実と相違な

いものと認めました｣と報告をした。 

議長はここで、事務局より報告が有った全ての事業活動及び収支決算の内容に対しての質問・

意見等求めたが、異議なしの掛け声を以って承認された。 

        

第２号議案 その他 

 

議長から、用意した議案は以上であるが折角の機会であるので何か意見・質問等が有ればと声

を掛けたところ、堀内理事より、消費税の増税に関して、複数税率に対する日食協の見解につい
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て質問が有ったが、事務局の説明で了解を得た。 

 

また 今後の理事会等の開催予定は 

   正・副会長会議及び理事会   平成 25 年 ３月 28 日（木） 

                  平成 25 年 ４月 25 日（木） 

   理事会・定時総会       平成 25 年 ５月 23 日（木） 

 

であることが事務局より報告され、13 時 20 分閉会となる。 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

理事会 会場 
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平成 24 年 11 月吉日   

農林水産省 

大臣 郡司 彰 殿 

消費税の増税に対する要望書 

 

一般社団法人 日本加工食品卸協会                                          

会長 國分 勘兵衛 

拝啓 

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

日頃から加工食品卸業界に対しまして、格別のご指導とご理解を賜り、厚く御礼申

し上げます。早速ですが、消費税の増税につきまして要望事項がございますので申し

述べさせていただきます。 

消費税増税法案は、経済環境の好転を条件に 2014 年４月に８％、2015 年には 10％

と段階で引き上げられることになりました。今般の税率引き上げは、消費税の総額表

示義務導入後初めての引き上げであり、かつ、二段階にわたり実施されることを踏ま

え卸売業としては、その税率の引き上げに際して消費税を円滑かつ適正に転嫁しやす

い環境を整備することがより重要な課題であります。 

消費税の増税が実行された場合は、卸売業が取引上の大きなマイナス的負担が課せ

られることがないよう、細心かつ慎重な運用方法が不可欠であります。特に負担の大

きい中小卸売事業者への負担軽減措置等に充分な対策を講じることが重要でありま

す。 

つきましては以上を鑑みて、卸売業界として、以下の措置を講じられることを要望

いたします。 

① 価格転嫁の確保にあらゆる施策を検討して万全を期すこと。 

② 事業所間取引についての経過措置の継続適用及び税込価格への変更を行う場合の

端数処理方式の統一化を図ること。 

③ 事業所間取引の外税化と連動し、価格転嫁の確保も踏まえ表示を「外税方式」に

一本化すべき。 

④ 事業者はもとより、徴税側の事務負担やコスト増にもつながる複数税率とインボ

イスの導入は行わないこと。特に、インボイスの導入は、免税事業者が取引から

排除されるなど中小企業に深刻な影響をあたえることが懸念される。 

⑤ 逆進性対策は、当面は社会保障給付等の歳出面で対応し、将来的には｢給付付き税

額控除｣を検討すること。 

⑥ 価格転嫁が困難な中小企業負担軽減のために存在する中小企業特例（免税点制度、

簡易課税制度）は拡充すること。 

⑦ 社会保障制度を支える地方の安定財源を確保すること。ただし、地方自治体は、

徹底した行財政改革とともに、具体的な使途と財源の必要性を説明する必要があ

る。 

敬具 
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第２回 政策委員会兼食品取引改善協議会開催 

－１０月２３日－ 

平成 24 年 10月 23 日（火）午前９時半より日食協会議室に於いて開催。主要議案は上半期を

終了しての事業総括と下半期の活動に向けての事案検討であった。 

＊主要上半期活動報告 

① 公益目的財産額の確定及び公益目的支出計画について 

② 農林水産省食品産業環境対策室事業「食品ロスの削減取り組み」について 

③ 農林水産省食品安全保障課事業「不測時の食料安全保障マニュアル」の見直しについて 

④ 食品トレーサビリティの取り組みの促進に関する法律案（仮称）要綱（案）について 

⑤ 販売促進金請求書の業界統一書式について 

⑥ 卸の発注情報のクラウドコンピュータープール for Web サービスについて 

⑦ 複写式伝票を A４カット紙に（漢字ラインプリンターの削減に向けて） 

⑧ 流通 BMSの普及推進に向けた小売団体との連携について 

⑨ 2012 年度「環境自主行動計画」についての調査票について 

⑩ 「緊急災害時の食料供給に関するガイドライン」について 

⑪ 「食品リサイクル法への対応ガイドライン」の改訂版について 

⑫ 一般社団法人日本卸売協会認定「卸売管理士」について 

 

 

 

第３回 政策委員会兼食品取引改善協議会開催 

－１１月１５日－ 

 平成 24 年 11 月 15 日（木）午前 10 時よりアーバンネット大手町ビル東京會舘の会議室に於

いて本年度第３回の政策委員会兼食品取引改善協議会を開催した。人事異動により新しく政策

委員となったメンバーが初参加しての会議となった。主要な議案は 11 月８日に行われた正･副

会長会議及び理事会の内容についての報告と情報の共有化であったが、消費税の増税に対する

対応策については行政に対する要望書について詳細を確認した。また当日行われる賛助会員幹

事店会の運営と今後の日程ついても確認を行った。また新メンバーにて政策委員会の運営体制

を強化すべく検討し、協会の正･副会長店４社で委員長･副委員長を担うことを決めた。 

 

事業活動 
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第１５回 賛助会員幹事店会開催 

－１１月１５日－ 

平成 24 年 11月 15 日（木）午前 11 時 30 分より今まで永年会場とし

て使用してきた精養軒日本橋店が閉鎖となったので会場をアーバンネ

ット大手町ビル東京會舘に移して第 15回賛助会員幹事店会を開催し

た。会議は、昼食後奥山専務理事の司会進行で冒頭、弊協会を代表して

政策委員長 中嶋隆夫氏（三菱食品（株））と賛助会員幹事店を代表し

て小原利郎氏（味の素（株））からご挨拶をいただいた。ついで事務局

から理事会の概要報告を行った。次いで本日の意見交換テーマに入り、

「消費税の増税に対する対応について」出席された賛助会員幹事企業全

員が発言された。概ね弊協会の基本スタンスと同調される意見が大半で

あったが、メーカーとして「値ごろ感」を重視した商品、価格政策が重

要なのでシニア向けの小量容量化や新商品の開発などが進展する可能性も高いなど現状におけ

る対応策について貴重なご意見をうかがうことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年度情報システム研修会開催 

― 標準化推進を共有化 － 

― １０月２６日 － 

 平成 24 年 10 月 26 日（金）午後１時 30 分より東京日暮里にあるホテルラングウッドに於い

て会員卸の情報システム担当者らを対象とした平成 24 年度情報システム研修会を全国卸売酒

販組合中央会との共催で開催した。標準化推進団体の幹部らを講師に招き、システム回りの最

新情報を共有するもの。当日は冒頭、日食協情報システム研究会座長の竹腰雅一（伊藤忠食品

（株））氏が「売り上げや利益確保のために WEB 利用が常識的になっている。業務やデータの

仕組みが標準化となるよう『流通 BMS』と協働していく」と挨拶。ついで奥山専務理事が直近

の協会活動報告として消費税増税に対する協会方針を説明。「小売業の中には現行価格の維持

 
賛助会員幹事店会で挨拶する 
政策委員長 中嶋隆夫氏 

 
賛助会員幹事店会で挨拶する 
味の素(株)小原利郎氏 

 

賛助会員幹事店会 会場 
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に向けて商品の仕様変更やコスト構造の見直しを取引先に求める動

きがあるが、卸業界としては価格転嫁を基本に考えている」と述べ、

低所得層の負担緩和策として議論されている複数税率の導入に対し

ては「事務負担やコスト増につながる」として反対の立場を取り、

社会保障給付などによる対応を政府に求めていく。続いて行われた

講演では、製配販連携協議会（消費財大手 43 社が参加する全体最適

推進組織）の事務局を務める流通経済研究所専務理事の加藤弘貴氏

が同協議会の 2011 年度の活動成果を披露。昨年の 3 分の 1 ルールの

改善研究に続き、今年度は農林水産省を交えて食品ロス削減検討ワ

ーキンググループを設置し、この問題をさらに掘り下げるという。

一方、ファイネット企画・開発部専任部長の太田岳秀氏は、同社 EDI 事業の一環として 11 月に

導入する販促金請求データの PDF 変換サービスを紹介。卸が業界標準の日食協フォーマットで

作成した請求データを PDF に置き換えてメーカーに提供するもので、紙帳票からの移行によっ

て郵送費の低減や請求・支払業務の合理化が期待できる。

国分と加藤産業は、サービス開始と同時にこの仕組みを活

用し、EDI 未対応の中小メーカーなどと販促金処理業務の

合理化を進める考え。ついで「サントリーグループのデジ

タルマーケティングの事例」を山内雄彦氏（サントリービ

ジネスエキスパート（株））が講演した。その後懇親会で

は、開会挨拶を塩本 昇氏（全国卸売り酒販組合中央会）

が、中締めを竹内恒夫氏（旭食品（株））が行って閉会し

た。 

 

 

 
懇親会で挨拶する塩本昇氏 

 
情報システム研修会 懇親会会場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
情報システム研修会 会場 

 
開会挨拶する情報システム研究会 
座長 竹腰雅一氏 



－ 10 － 

平成 24 年度情報システム研修会 講師･演題 

 

 

「流通システム標準普及推進協議会」の活動について 

 

一般財団法人 流通システム開発センター 

研究開発部主任研究員 

坂本 真人 氏 

 

 

 

「製･配･販連携協議会」の活動状況について 

 

財団法人 流通経済研究所 

専務理事 

加藤 弘貴 氏 

 

 

 

「販売促進金のEDIの現状と請求書のPDF変換サービス」について 

 

株式会社 ファイネット 

企画･開発部 専任部長  

太田 岳秀 氏 

 

 

「サントリーグループのデジタルマーケティングの事例」について 

 

サントリービジネスエキスパート株式会社 

グループ情報部 部長  

山内 雄彦 氏 
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蜜柑缶詰の現況についての意見交換会開催 

 － 商品開発研究会 － 

10月 24 日（水）15時 30 分より、日食協会議室に於いて日本蜜柑缶詰工業組合の幹部の方と

商品開発研究会幹事企業との蜜柑缶詰の現況についての意見交換会を開催した。日食協の商品開

発研究会座長の島垣研二氏（（株）サンヨー堂）の司会進行で、最初に日本蜜柑缶詰工業組合 理

事長 武井建登氏（紀州食品（株）からご挨拶をいただ

いた後、事務局長の川手 浩司氏から配布資料に基づき

製造状況、原料価格、在庫状況等について説明がなされ

た。特に本年は裏年にあたるものの原料確保も前年並程

度は見込め、パッカーの製造能力も高いことから 65～70

万ケースの生産量は見込まれるとのこと。今年の蜜柑原

料は小玉で酸味が少なく甘味が高い。国産蜜柑缶詰の需

要開拓や付加価値対策などについて熱心な意見交換がな

された。 

 

参考資料 

 

１．平成 23 年度みかん缶詰ホール品製造状況 

 

 
商品開発研究会 会場 
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２．みかん缶詰輸入動向 
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３．みかん缶詰の国内供給量の推移 
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４．平成 23 年産みかん缶詰在庫状況 
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2012 年度 

一般社団法人日本加工食品卸協会の環境自主行動計画 

についての調査票提出の内容骨子（2011.4～2012.3） 
（提出先：農林水産省食品産業環境対策室） 

－ 環境数値算定標準化協議会・環境問題対応ＷＧ － 

＊一般社団法人 日本加工食品卸協会の会員数   正会員 135 名（平成 24 年 3 月末現在） 

 

Ⅰ．温暖化対策（CO２排出抑制対策） 

 ①特定荷主（輸配送部門） 

 ・フオローアップに参加している会員卸数及び売上高(倉出売上高他) 

                 10 社 76,645 億円(前年比 112.6％) 

 ・フオローアップカバー数 正会員の 7.4%（10 社/135 社） 

  （旭食品･伊藤忠食品･加藤産業・国分・日本アクセス・日本酒類販売・マルイチ産商・三

井食品・ヤマエ久野・三菱食品） 

 ②特定事業者（事業場部門） 

 ・フオローアップに参加している会員卸数及び使用面積（延床） 

                 16 社 4,433,135 ㎡(前年比 102.1％) 

 ・フオローアップカバー数  正会員の 11.9％（16 社/135 社） 

  （旭食品・伊藤忠食品・加藤産業・関東国分・国分・佐藤・昭和・トーカン・日本アクセ

ス・三菱食品・日本酒類販売・藤徳物産・マルイチ産商・三井食品・ヤマエ久野・ユア

サフナショク） 

 

 １．自主行動計画における目標 

 

 

２．目標達成のための取り組み 

 （特定荷主） 

 ・着荷主との取引慣行の見直し 

 ・物流センターの統廃合 

 ・配送委託先ドライバーに対するエコドライブの啓発･推進 

・積載効率良化のための配送頻度の見直し 

 ・ASP サービス運行管理システムを委託物流会社に提供 

 ・共配事業拡大に伴う卸売業界全体の CO2削減 

 （特定事業者） 

・使用エネルギーの見える化推進 

各企業活動に伴うエネルギー消費量・原単位を基準年度 2006 年度に対し、2011 年度

に於いて事業所毎に 95%の水準にすることを目標とする。 
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・デマンド管理システムの導入 

・窓ガラスへの遮光フィルムの導入 

・ＯＡ機器、照明器具等の省エネ機器への変更 

・パソコンの省電力設定、離席時のノートパソコンの蓋締め  

 ・空調の効率運転、設定温度の調整 

 ・不要時間照明消灯の徹底やエレベーターの使用削減 

・クールビズ、ウォームビズの導入、実施と扇風機・サーキュレーターを活用した設定温度の調整 

・ボイラーのエネルギー転換（Ａ重油⇒都市ガス） 

 

３．エネルギー消費量・CO２排出量の実績 

 ＊（特定荷主企業 10 社合計数値） 

 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010年度 2011年度 

生産高 

(倉出売上高他/億円) 
55,546 65,355 66,385 66,079 68,090 76,645 

エネルギー消費量 

(原油換算 kl) 
130,200 142,576 137,952 134,726 138,517 151,015 

エネルギー消費量原単位 

（原油換算/億円） 
2.34 2.18 2.08 2.04 2.03 1.97 

CO２排出量 

(t-CO2) 
345,786 378,371 366,226 357,592 367,240 400,961 

CO２排出原単位 

(t-CO2 /億円) 
6.23 5.79 5.51 5.41 5.39 5.23 

 

 ＊（特定事業者企業 16 社合計数値） 

 2009 年度 2010 年度 2011 年度 

使用面積（㎡） 4,400,240 ㎡ 4,342,886 ㎡ 4,433,135 ㎡ 

エネルギー消費量（原油換算 kl） 137,347kl 145,547kl 138,528kl 

エネルギー消費量原単位％(原油換算/使用面積) 3.120 3.350 3.125 

CO２排出量（ｔ－CO2） 240,827 234,904 233,882 

調整後 CO2排出量 205,027 205,179 204,626 

CO2排出原単位（t-CO2/使用面積） 0.0547 0.0541 0.0528 

調整後 CO2 排出原単位 0.0466 0.0472 0.0462 

 

【2011 年度のエネルギー消費量・CO2 排出量増減の理由】 

（特定荷主） 

・2011 年度における加工食品卸業界は、大震災の影響もあって加工食品の需要が旺盛で売上げ

増加し、また物流受託事業も大幅に拡大して総体の売上高は 76,645 億円前年比 112.6％とな

る。この成長に伴いエネルギー消費量も大幅に増加するも、エネルギー使用の効率指標とな

る原単位では順調に低減化することが出来た。また CO2 の排出量も売上伸長率を下回る（前
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年比 109.2％）伸びに抑制された。 

 (特定事業者) 

・使用面積は前年から 102.1%と増加するも、エネルギー使用量は東日本エリアで電力が前年比

15％の削減目標の需要抑制策が講じられ前年比 95.2%と大幅に減少し、CO2の排出量も低減さ

れた。 

  

４．クレジット等の活用状況と今後の予定 

・自主行動計画に参画している事業者のうち１社は、J-VER 物流分野のクレジットを 13 t CO2

創出（2010 年～）。2012 年までに 57 t CO2創出。J-VER 森林分野クレジットは９t CO2創出

（2009 年～）2012 年末までに 1,054 t CO2創出する見込み。一部オフセットに使用している。

国内クレジットは、物流分野で 2 方法論を作成。J-VER、国内クレジットの統合クレジットの

動きと連動し更にクレジットを取得して活用を検討。 

 

５．森林吸収に関して 

・自主行動計画に参画している事業者のうち 1 社は、関係者が保有する三重県松阪市の山林を

J－VER の間伐促進型プロジェクトとして認証を受け、５年計画で手入れを進めています。そ

の山林は森林吸収の観点だけでなく生物多様性の面も考慮に入れて管理を行っています。 

 

Ⅱ．廃棄物対策  

１．自主行動計画における目標 

 

 

２．目標達成のための主要な取り組み 

・事務消耗品の廃棄物（特に書類）の発生を極力抑制 

・コピー紙の両面印刷及び縮小使用による使用量の削減、書類の裏面再活用や社内封筒の複数

活用の推進 

・電子化による紙類の使用減を図る 

・分別収集による資源リサイクルの推進 

・過剰梱包材・配送資材の廃止依頼 

・流通管理による商品の不良化防止と廃棄処分の減量化 

・「食品リサイクル法」のリサイクル率達成に向けて廃棄物管理の徹底 

①電子マニュフｴスト化による「見える化」促進 

②廃棄物処理ルートの見直し 

 

３．2011 年度に実施した廃棄物対策の事例、効果 

・2007 年度に弊協会が作成した「改正食品リサイクル法への対応ガイドライン」「産業廃棄物

の処理について」の改訂版を活用した啓蒙・普及活動 

・食品廃棄物の発生抑制の原単位設定への取り組み 

事業所毎に発生する廃棄物の発生量を抑制して、減量化し、一層の再資源化を進めて、

排出物の削減に努める。 

 



－ 18 － 

 

４．廃棄物･再資源化量等の実績 

・フォローアップに参加している会員卸数及び売上高 

                   8 社  5,831,434 百万円 

・フォローアップカバー数 正会員の 5.9％ （8 社/135 社） 

（伊藤忠食品・加藤産業・国分・日本アクセス・トーカン・藤徳物産・マルイチ産商三菱食品） 

＊（定期報告事業者８社の合計数値） 

 2009 年度実績(7 社) 2010 年度実績(6 社) 2011 年度実績(8 社) 

食品廃棄物 1,358ｔ 1,384ｔ 3,512ｔ 

再資源量 639ｔ 784ｔ 1,167ｔ 

再資源化率 47.0％ 56.6％ 33.2% 

売上高合計(百万円)   5,831,223 百万円 

発生原単位（kg/百万円）   0.60223kg/百万円 

 

【廃棄物排出量増減要因分析】 

・食リ法の改正から食品廃棄物の排出量の定期報告制度ができ、業界の食品廃棄物排出量が把

握できるようになった。この定期報告事業者の数値を集計して業界の食品廃棄物排出量とし

ている。2011 年度は東日本大震災の商品廃棄物を多く含んで大幅に増加した。                         

  

尚、前年まで継続した OA 用紙の使用量は、流通の再編・統合により継続把握が困難となり集

計を中止とした。                                以上 

           

 

第５回 全国事務局会議開催 

     － １１月９日 － 

平成 24 年 11月９日（土）日暮里にあるホテルラング

ウッドに於いて第５回目となる全国事務局会議を開催し

た。一般社団法人に名称を変更して初めての全国事務局

会議の開催となるが、これまでは公益法人制度改革への

対応として協会の運営ガバナンスが変わることから本

部・支部の会計の統合、処理基準の統一化などをおこな

うため情報の共有化を目指して開催してきた。当日は 12

時 30 分に集合して昼食後、本部･支部の事務局メンバー

に一部異動あったこともあり各自自己紹介を行って議事に入った。支部総会資料の統一化や 11

月８日行われた理事会の概要報告、本決算の日程などを確認した。終了後は、例年のように当日

同会場で行われた関東支部経営実務研修会に合流していただいた。 

 
全国事務局会議 会場 
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「食品産業を巡る環境対策等について」の意見交換会開催 

― １１月３０日－ 

 平成 24 年 11 月 30 日（金）日食協会議室に於いて開催された環鏡数値算定標準化協議会実務

委員会兼環境問題対応ワーキング・グループ（A チーム）の会議の冒頭に農林水産省食料産業

局バイオマス循環資源課食品産業環境対策室の牧野課長補佐、長副係長にご來所いただき「食

品産業を巡る環鏡対策等について」ご講演をいただいた。業界の「環境自主行動計画」の「温

暖化計画」の後継として「低炭素社会実行計画」の策定を要請されている中で、エネルギー･

環境会議の動向や政府の 2013 年度以降の「地球温暖化対策

の計画」等についてご説明をいただいた。低炭素社会実行

計画の経緯としては、我が国は 2013 年以降の京都議定書第

２約束期間に参加しないものの、将来の枠組み構築に向け

て尽力していくこととしているので、各産業界に地球温暖

化対策の柱として業界の自主目標値を求めている。弊協会

も３月に予定している理事会に業界の削減目標を提言でき

るよう検討会を継続して行っていく予定。 

 

 

 

 

 

関東支部 経営実務研修会開催 

         － １１月９日 － 

平成 24 年 11月９日（金）関東支部の経営実務研修会が日暮里のホテルラングウッドで開催さ

れた。当日は山本忠司氏（国分（株））の司会進行で、最初に関東支部長の田中茂治氏（（株）

日本アクセス）が、「食品流通業界は震災特需の反動や原料高などで経営環境が厳しさを増して

おり、さらに 2014 年 4 月の消費税の増税によって競争激化を含む大幅なコスト負担増が危惧さ

れる。5 年前にも業界は原料や燃料費の高騰で川上インフレ･川下デフ

レ現象に苦慮し、値上げや容量変更などで努力したことが思い出され

る。ようやくデフレ改善の糸口が見え、流通が少し潤ってきたかという

ところで、2008年のリーマン･ショックで元のもくあみとなった。いま

業界は当時と同様の状況を迎え、全く違うのは小売業の PB が存在する

こと。2014 年の増税にともない流通が生む付加価値を回収され業界が

疲弊することがないよう、価格転嫁に万全を期すべき」と強調し挨拶し

た。ついで奥山専務理事が、日食協の消費税の増税に対する要望を報告

した。続いて、講演の部に入り、証券アナリストの視点で卸有用論を問

支部活動 

 
開会の挨拶をする 

関東支部長 田中茂治氏 

 
食品産業を巡る環境対策についての意見交換会 
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いた書籍「日本の問屋は永遠なり」を５月発刊した H＆Lリサーチ代

表 有賀泰夫氏が講演を行った。有賀代表は 1962 年発刊の「流通革

命」が予言した〝問屋無用論〟に対し、著書のテーマに沿って「卸売

業はこの 20年間、わが国の流通で決定的な存在感を増した」と逆説

的に結論づけた講演を行った。日本で卸が消滅しなかった背景には

1973年の大店法で流通が制限されたことがあるが、その間、卸はロ

ジスティクス、マーチャンダイジングの２大機能へ磨きをかけ、日本

の流通における不可欠

な存在意義を確立し

た。特に高度な物流・在庫管理機能の発揮により、

小売業のキャッシュフロー経営に大きな影響を与

えている点を強調した。終了後懇親会に移り、関

東支部流通業務委員長の大河内 茂氏（（株）升

喜）が開宴と乾杯の挨拶を行い、中締めを松本大

介氏（三菱食品（株））が行って閉会とした。 

 

 

 

 

※食品新聞 11 月 14 日掲載記事 

「日本の問屋は永遠なり」 “時の人”有賀泰夫氏が講演 

 

 「米国の小売業は売上げの 10％（に相当する資金）を銀行から借り入れている。一方、日本

の食品スーパーはキャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC）が短いので、銀行に借りなく

ても新店を出せる。小売に有利なこの状況を生み出しているのが、加工食品卸のロジスティク

ス機能だ」 

 食品製造・流通アナリストで H＆L リサーチ代表の有賀泰夫氏は９日、日本加工食品卸協会（日

食協）関東支部主催の研修会で講演し、「小売業へのキャッシュ供給機能」という独自の観点

で加工食品卸の存立意義と取引価値を説明した。 

 有賀氏は今年５月、ファンドマネージャーの大竹愼一氏との共著『日

本の問屋は永遠なり』を上梓。卸のロジスティクス技術と小売の回転

差資金の相関を読み取った画期的な流通理論を展開し、業界トップ層

に注目される“時の人”となった。 

 回転差資金（仕入代金決済と商品販売のタイムラグによって生じる

資金）が小売業の投資活動の源泉であることは、故・渥美俊一氏らが

早くから指摘していた。有賀氏の理論は、過去 20 年で飛躍的に向上し

た卸物流が小売の在庫を極少化し、回転差資金の増大に寄与している

とするものだ。 

 ９日の講演ではこの理論を日米企業の CCC（売掛金回転日数＋在庫回転日数－買掛金回転日

数）の違いなどに基づいて詳しく説明。食品スーパーの場合、米国のプラス 10.7 日（代表的な

 
講演する有賀泰夫氏 

 

関東支部経営実務研修会 

 
懇親会で挨拶する関東支部 

流通業務委員長 大河内 茂氏 
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上場３社平均）に対し、日本はマイナス 14.3 日（同）と圧倒的に有利な状況であることを示す

とともに「国内加工食品卸（上場大手３社平均）の CCC はマイナス 22.2 日と、世界的にも突出

した高水準にある。このことが食品スーパーへのキャッシュ供給機能として絶大な効果を発揮

している」と述べた。 

 また、加工食品卸との取引を回転差資金の拡大と出店強化につなげる事業モデルがドラッグ

ストアチャネルに波及している現状に触れ、「いまや卸の存在抜きには流通を語れない状況と

なっている。この強みを十分に理解し、主張してほしい」と会場の卸関係者らに自覚を求めた。 

 

 

 

近畿支部 共催で第９回実務研修会開催 

― １１月１９日 － 

平成 24 年 11月 19 日（月）近畿支部は大阪府食品卸同業会と共催で「第９回実務研修会」を

大阪府都島区の太閤園で開催した。当日は元イズミヤ上席執行役員で､現ミッションワン代表取

締役の高田英男氏が「今、小売業が食品卸売業、メーカーに期待するもの」をテーマに講演。正･

賛助会員 80社 170 人が参加した。はじめに、同業会の濱 俊一副会長（（株）サンヨー堂）が

開会の挨拶を「政治が停滞し不安定な状況のなかで、家電業界はノックアウト寸前となっている。

我々食品業界においても厳しい状況が続く。少子高齢化･デフレ・需要減少といった環鏡が影響

しており、それを乗り越えるには一筋縄ではいかないが一企業として小さな発見を見つけること

はできる。本年の活動は今回の実務研修会が最後で、来年は 1月の賀詞交換会から始まる。会員

の役に立つことを今後も行っていく」と話した。引き続き研修会が行われ、高田氏は 33 年間の

小売業の経験から「小売業の中間決算を見ると多くの企業

が厳しい結果となった。各社低価格・PB・DCの自前化・絞

込みを行っているが、これはやり方を間違えると全てが駄

目になる。売れる商品には特徴があり、現場で売る人が興

味を持つような商品は売れる。その商品にストーリーを加

えることが大切だ」と話された。現在の小売業の課題や、

メーカーに求められているもの、バイヤーの ABC 分析によ

る小売の弱体化など、実体験を例に出しながら説明した。 

 

 

 

 
近畿支部 実務研修会会場 
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北陸支部 経営実務研修会開催 

― １１月２２日 － 

平成 24 年 11月 22 日（木）北陸支部主催の経営実務研修会が金沢市

のホテル日航金沢で開催された。 

当日は、会員卸と賛助会員合わせて総勢 90名が出席し、研修会の冒

頭、北陸支部長の荒木 章氏（カナカン（株））が「昔当たり前であっ

たことが当たり前でなくなった、学歴と人格がイコールでなくなった、

企業規模の大きいところが取引姿勢が良いとは限らない、取引規模が大

きいのが利益があるとは限らない。小売業の価格競争が厳しく異常な取

引環境の中で卸の本来的使命は何か、忘れていたような原点を改めて感

じていただければと考え本日の講演会をご用意した」と開会の挨拶を述

べた。次いで奥山専務理事が「日食協の事業活動報告」を行い、講演の

部に入った。講師は、アナリスト H＆L リサーチ代表 有賀 泰夫氏にお願いし「日本の問屋は

永遠なり」という演題でご講演いただいた。主な講演内容は、 

１．1990 年代以降の卸売業高成長の背景 

  ①大店法の緩和による影響 

  ②小売市場の競争原理と卸売業の位置づけ 

  ③小売業に不可欠な卸売業のロジスティクス技術 

２．ロジスティクス技術が小売業のキャッシュに与える影響 

  ①キャッシュ･コンバージョン･サイクルと小売業 

  ②内外比較と国内比較 

  ③卸売業活用で新業態が躍進 

３．卸売業の存在感とメーカーに対する影響 

  ①卸を使わなかった日本のコカコーラビジネスの凋落 

  ②卸売業をフルに活用したキューピーの成長 

  ③卸売業を活用することの重要性 

終了後、懇親会に移り、北陸支部副支部長の澤田悦守氏（北陸中央食品（株））が開宴の挨拶

を行い、中締めを塩田則國氏（（株）田中與商店）が行って閉会となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
開宴の挨拶をする澤田悦守氏 

 
講演する有賀泰夫氏 

 

経営実務研修会 会場 

 
開会の挨拶をする 

北陸支部長 荒木 章氏 
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九州沖縄支部連絡協議会･賛助会員連絡会開催 

― １２月４日 － 

 平成 24 年 12 月 4 日（火）九州沖縄支部は、博多 ANA クラウンプラ

ザホテルにおいて 17 時より連絡協議会を開催した。 

 当日は、事務局の白土恵一氏（コゲツ産業（株））の司会で始まり、

冒頭に九州沖縄支部長の本村道生氏（コゲツ産業（株））が開会の挨

拶を行い、ついで議事に入り、①平成 25 年度九州沖縄支部及び各県同

業会主催新年交礼会について②年末年始配送について（要請文の確認）

③各県同業会の活動内容について審議検討し、最後に今後の支部活動

の活性化についての意見交換を行った。次いで奥山専務理事から日食

協の活動内容について報告を行った。終了後、会場を移して賛助会員

連絡会を開催した。 

 連絡協議会に引き続き事務局の司会進行で始まり、最

初に本村支部長が開会の挨拶を行い、事務局から連絡協

議会と同様の内容を報告し、奥山専務理事が日食協の活

動報告を行った。終了後、懇親会を行い、開宴のご挨拶

を賛助会員を代表して島本達矢氏（味の素（株））が行

い、中締めを副支部長の代理で網田日出人氏（ヤマエ久

野（株））が粋な博多一本締めで行い閉会した。 

 

 

 

 

 

 

中部食料品問屋連盟 正会員･賛助会員合同懇談会開催 

― １１月１３日 － 

中部食料品問屋連盟は 11 月 13 日、正会員・賛助会員合同懇談会を

名古屋観光ホテルで開催、正会員･賛助会員など 247 名が出席した。 

合同懇談会は、冒頭、中食連会長の永津邦彦氏（（株）トーカン）

が開会挨拶を次のように述べた。「明るい材料が少ない中で低価格競

争が広がっている。この状況の中で卸としてニーズを的確に把握して

取引先とコストダウンや体質強化に取組み、結果として構造的に低価

格販売に対応できる体制を構築しなければならない。また、低価格販

売だけでは限界がある。既存のフォーマットだけではなく、新しいフ

ブロック活動

動向 

 

 
賛助会員連絡会 開会の挨拶をする 
九州沖縄支部長 木村道生氏 

 
連絡協議会 会場 

 
永津邦彦中食連会長 

開会のご挨拶 
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ォーマットを考えていかないといけない。食品業界以外では製造小売に

取り組む企業が成果を出しており、食品業界でも倣う動きが見られる。

卸を取り巻く環境は厳しさを増しているが、状況改善のきっかけを掴む

場として中部食料品問屋連盟を有効に活用して欲しい。ついで日食協の

奥山専務理事が「今年は流通革命の発表から 50 年であるが、卸は自ら

の存在価値の向上を目指し機能の高度化に取り組んできた。中でも情報

武装型卸売業ビジョンと高度な品質を提供する物流サービス機能は特

筆すべき成果である」と述べ、さらに消費税の増税については、「本体

価格と消費税は全く別のものでありあらゆる施策を検討して価格転嫁

の確保に万全を期すことを要望している。表示については事業所間取引の外税化と連動して価格

転嫁の確保も踏まえ「外税方式」の一本化を目指している。また複数税率に伴うインボイス制度

の導入は、事務負担が大きくコスト増につながるので反対の立場を表している。このほかにも事

行所間取引の経過措置の継続適用などの要望があり、農林水産省などに対し他の業界団体と連動

して働きかけている」と報告した。講演の部では健康社会学者・気象予報士の河合 薫氏を講師

に招き「人生を決める！ワークバランスとは？」の演題で行い、皆が一歩を踏み出し、人生にお

ける傘を貸し借りできる環境を作り出す大切さを説明し、特に、〝挨拶と無駄を大切にする〟と

した考え方は聴衆からおおいに賛同を得た。終了後懇親会に移り、中食連副会長の青木昌博氏

（（株）名給）が開会の挨拶の後、賛助会員を代表して川村 修氏（カゴメ(株)）が「価値訴求

など変化をつける提案をしたい」と述べ乾杯の音頭をとった。中締めを稗田 旭氏（(株)ミツカ

ン）が行って散会した。 

 

 

 

 
講演する河合 薫氏 

 

合同懇談会 会場 
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「食べて応援しよう！」の取組に参加しませんか？ 

－農林水産省－ 

 

 

関連省庁・団体からのお知らせ 
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平成 24年度上半期における下請法の運用状況等及び今後の取組 

－公正取引委員会－ 
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下請取引の適正化について 

－経済産業省－ 
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下請事業者への配慮等について 

－農林水産省－ 
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食品中の放射性物質の基準に係る経過措置の終了に伴う取扱について  

－農林水産省－ 

 

 



－ 52 － 

 

 

 

 

 



－ 53 － 

 

 



－ 54 － 

最近のＧＴＩＮ利用状況 

 －（一財）流通システム開発センター－ 

 



－ 55 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－ 56 － 

消費税の円滑かつ適正な転嫁等に関する対策の基本的な方針 

－消費税の円滑かつ適正な転嫁等に関する対策推進本部－ 
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